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土木工事における安全対策に関する研究 
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研究担当者：藤野健一、茂木正晴、大槻崇 

 
【要旨】 
土木工事においては、建設工事労働災害防止に向けた重点対策として、従前より事故の種類や傾向について分

析し,適切な安全対策のために必要な措置を講じてきたところである。 

国土交通省（建設工事事故防止対策検討委員会：塩井委員長）では、平成13年度より事故防止対策の効果や事

故の要因分析などを行なっており、平成20年度には安全対策の重点事項が提示されている。 

行政における事故防止策としては、施工者への注意喚起や安全設備・機器を中心とした対応が進められてきた

が、今後、さらに効果的な対応策を行うためには、研究的な観点で様々な角度からの分析が必要となるものと考

えられる。 

そこで、本研究方針研究では、認知科学的観点からの視点工事事故に繋がる要因の解析手法、新技術による保

安技術の開発・研究の必要性について検討を行った。 

キーワード：土木工事、安全対策、墜落事故、交通事故、建設機械、飛来落下事故、事故防止対策 

 
 
 

1．はじめに 
土木工事に限らず人と物に関連する事故は、その大小

に係わらずゼロにすることが難しい。事故の発生は、生

産現場などのプラント・鉄道・航空・原子力発電関連な

どの大規模なものから家庭内や学校・職場といった規模

の小さい身近な中で発生しており、人が介在している事

故原因の大半は「人的エラー（失敗）」によるものであり、

個人若しくは団体活動における不注意や怠慢によるもの

であったり、個人の能力を超える事象に無理に対応する

ことによるものや知識・経験不足といったことが原因と

考えられる。 

土木工事における労働災害による死亡者数・死傷者数

は、図-1に示すように減少傾向にあるものの、未だ全産

業に対して約25%を占めている。 

これに対処するため、事故防止のための対応策につい

て注意喚起や安全設備・機器を中心とする様々な対応が

進められているが、今後、具体的な対応策を推進してい

く上では、研究的な観点での分析が必要となるものと考

えられる。 

土木工事における安全対策に関しては、国土交通省（建

設工事事故防止対策検討委員会：塩井委員長）において、

平成 13 年度より事故防止対策による効果や事故の要因

分析などが行われている。また、この委員会においては

平成20年度の安全対策の重点事項が提示されており、こ

の重点項目では、図-2に示すように墜落事故（足場や法

面）・交通事故・建設機械による事故・飛来落下事故とい

った事故について、土木工事において特に対策を図らな

ければならない項目としている。 

このような課題に対処するため、、本研究方針研究では

土木工事での事故発生要因分析に他分野での事故発生要

因分析を応用し、認知科学的な視点に立ち、事故に繋が

る要因の解析手法、新技術による保安技術の開発・研究

の必要性について検討を行うものである。 

 

 

図-1建設業における労働災害発生状況 
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図-2事故種類別死亡者数 

 

2．重点項目の取組実態 
国土交通省では、現場からの実態調査等に基づき安全

対策の問題点の抽出を行っている。この結果をふまえて、

墜落事故（足場や法面）・交通事故・建設機械による事故・

飛来落下事故が今後の重点項目として提示され、具体的

な対応策の検討及び現場での対応が行われている。 

 
2．1 墜落事故 
墜落事故については、土木工事等の仮設に利用されて

いる足場からの墜落や河川堤防等の法面からの墜落事故

がある。 
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図-3 墜落事故における死亡者数の推移 

 

事故原因は、仮設の点検不備や作業手順に起因するも

のが多く、具体的な要因としては、足場計画の不備や安

全作業遵守意識の欠如、作業手順の不徹底が挙げられて

いる。 

墜落事故の防止策としては、問題となる足場計画や作

業手順に関して、適切な足場計画の策定と作業手順の周

知を図るとともに現場巡視や安全パトロールの徹底を図

ることなどがある。安全作業遵守意識の欠如に対しては、

事故事例等に基づく安全教育の徹底・指導、訓練の実施

といった対応があり、現場への周知が進められている。 

 
2．2 交通事故（工事現場でのもらい事故） 
土木工事における交通事故については、路上作業帯や

工事現場内における一般車両からのもらい事故によるも

のである。 

交通事故の要因は、ドライバの脇見運転や居眠り運転

によるものが多い。平成13～15年度にデルタクッション

設置のモデル工事、平成16～17年度にはドライバへの注

意喚起方法と車両の制動を図る方法を組み合わせること

による事故対策実施のモデル工事等が行われたが、これ

らは「国土交通省通達:平成21年度における建設工事事

故防止のための重点対策の実施について」に基づいて、

発注者及び関係業団体がそれぞれに実施する対策として

実施してきたものである。 

これらの取組により交通事故の減少が図られており、

一定の効果が得られているものと考えられる。 
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図-4 交通事故における死亡者数の推移 

 

2．3 建設機械による事故（接触事故） 
建設機械の事故対策については、土木研究所が昭和51

年度より研究を進めてきた。当初は建設機械の転倒防止

や搭乗者への安全性の確保を目的とした研究を進めてい

たが、その後、平成6年度より建設機械（油圧ショベル）

と人の接触防止を目的とした研究に発展的に移行した。

この研究成果は、建設機械と作業員における接触防止技

術として、超音波相互応答（トランスポンダ）の機器開

発に貢献した。これは現在舗装工事において使用されて

いる。 

 平成13年度より、国土交通省における重点項目として

の取組が進められており、「国土交通省通達:平成21年度

における建設工事事故防止のための重点対策の実施につ

いて」に基づき「誘導なしではバックしない」といった
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ステッカーを貼付し、安全教育と効果的に組合せて、建

設機械オペレータの安全意識を高めることや建設機械の

接近を知らせる警報装置を有効に活用するような接触防

止対策を促すように働きかけるような対策を図っている。 

また、建設機械施工を主体とした安全対策検討は、国

土交通省（建設施工の環境・安全対策委員会,建設機械施

工の安全対策検討分科会：神奈川大学堀野准教授堀野委

員長）において取り組まれている。 
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図-5 建設機械を要因とする死亡者数の推移 

 
2．4 飛来・落下事故 
 飛来・落下事故については、主に吊り荷の落下による

事故が主な要因となっており、平成13～16年度には国土

交通省での重点対策項目となった。具体的な対策として

は、クレーン機能付きの油圧ショベル使用や移動式クレ

ーン運転士・玉掛業務従事者等に対する再教育を推進し

ている。 

 事故の主要因には、玉掛け不良・吊り部材の不備・不

安全な施工・積み荷不良があり、今後、これらの要因の

分析を行い、防止対策の検討を行う必要がある。 
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図-6 飛来・落下どこによる死亡者数の推移 

 

3．まとめ 
3．1  事故防止対策提案に向けた研究の必要性 
土木工事に関わる事故対策として、国土交通省や関係

業団体等が事故対策に取り組んでいる。事故対策につい

ては、事故の実態を調査し、安全設備・機器等の採用、

教育の徹底、注意喚起等による対応を図っている。 

近年、土木工事における安全対策の推進として、入札

契約制度との関連づけも行われ、民間企業の安全対策に

対するインセンティブの付与も行われている。具体的に

は安全活動の評価として、現場での安全に関する創意工

夫の成果が工事成績評価の判断材料の一つに採用されて

いる。 

国土交通省の最近の調査では、ヒューマンエラーによ

る事故防止検討として「近道・省略行動」について、起

因する代表的な事故事例を分析し、具体的な事故防止対

策を検討している。 

このような調査によれば、安全設備・機器等の採用、

教育の徹底、注意喚起等による対応が進められているも

のの、事故の発生原因は複数の要因が重複若しくは同時

に影響して発生することが考えられることから、事故分

析に関して発生要因に関する詳細検討が必要になるもの

と考えられる。 

事故要因を導き出すためには事故分析としては、ＦＴ

Ａ（故障木解析）、ＥＴＡ（事象木解析）、ｍ－ＳＨＥＬ、

４Ｍ５Ｅ（原因対応対策式分析）、フィッシュボーン（特

性要因図）等の手法がある。これらはの解析手法は原子

力・航空・鉄道・プラント等の他分野では用いられてお

り、事故の再発防止に役立っている。 

 従って、土木工事に関しても、効果的な事故状況に応

じた事故要因分析手法に関する検討が必要と考えられる。  

この検討によって、より具体的・効果的な事故防止策

の提案が可能となることが考えられる。 

 
3．2  ＦＴＡ（故障木解析） 

 故障・事故の発生頻度の分析・信頼性解析に用いられ

るもので、故障・事故の危険性を理論的に分析する手法

である。発生若しくは発生が想定される故障・事故の発

生（事象）に対して、発生要因となる事象をトップダウ

ンで解析し、発生要因となる事象の発生確率を求めるも

のである。 

土木工事においては、水門・排水機場など機械設備や

ダム施工機械などのプラントの故障・事故対策で活用さ

れている。 
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3．3  ＥＴＡ（事象木解析） 

初期に与えられた事象が作業を進める中でどのように

影響していくかを明確化し、事故発生の経緯を追求して

いく手法である。 

事故発生までのプロセスを整理し、事故発生に関係す

ることが想定される事象を抽出することにより、事故に

起因する事象を回避することによって事故防止が可能に

なる。 

土木工事においては、足場からの墜落事故に関して、

足場設置の計画から設置・運用の各段階での事象を整理

するとともに回避策をそれぞれに検討することによって

墜落事故を未然に防止することが考えられる。 

この解析手法に関しては、土木工事のように発生する

事故が墜落事故（足場や法面）・交通事故・建設機械によ

る事故・飛来落下事故といった予め焦点の絞れる事故事

象に対して全ての発生要因を分析することが出来ること

から、事故防止策を検討するうえで、有効な解析手法と

考えられる。 

 
3．4  ４Ｍ（背後要因） 

 事故の背後要因として「人(Man)」「機械・機器

(Machine)」「環境(Media)」「管理(Management)」がある

が、これらの要因に基づき具体的な事故要因の抽出・分

類を行う手法である。この手法によって抽出・分類され

た具体的な事故要因に対して、対策を導き出すことによ

って事故防止を図る手法である。 

 この手法は、発電設備や工場施設（プラント）におい

て利用されるケースが多く、原子力発電設備では、4Mに

よる事故要因の抽出・分類に対して、5E分析によって事

故対策の立案を図る手法が採用されている。 

 具体的には、業務遂行のために必要となる能力や意識

を向上させるための方策(Education)、安全性を向上させ

るための設備や方法に関する技術的な方策

(Engineering)、業務を確実に遂行するための強化・徹底

に関する方策(Enforcement)、具体的な事例を示す方策

(Example)、物理的な作業環境を改善する方策を事故要因

1つに対して1つの対策を当てはめるものとしている。 

 同様な手法として「m-SHEL」がある。 

 背後要因の抽出・分類により事故防止策を解析してい

く手法に関しては、ETA に比べて墜落事故（足場や法

面）・交通事故・建設機械による事故・飛来落下事故など

の事故事象に対してそれぞれ事故分析手法マニュアルが

整備しやすく、広く安全対策に寄与できるものと考えら

れる。 

 

3．6  フィッシュボーン（特性要因図） 

ダイアグラム等とも呼ばれている手法で、集団思考（ブ

レーンストーミング）によって事故原因の主原因となる

特性を設定する際に用いる手法である。 

土木工事に関しては、発生する事故の要因を経験者に

よって整理し、主要因から関連する要因を系統的に図示

することが可能となることから、問題となる要因の絞り

込みに有効な手法と考えられる。 

 
4．今後の展望 
現在までの土木工事に係る事故防止策については、統

計的な手法によって発生要因となる要素を抽出・分類し

た後、主要因に対して有効と考えられる対策を提案・実

践し、一定の効果を上げてきた。その一方で、事故発生

件数は下げ止まりの傾向を示してきており、従来型の分

析とそれに基づく対応では限界という声も聞かれる。 

今後は、３．で述べたような他分野で活用が進んでい

る科学的な分析の採用を視野に入れ、分析結果に基づく

事故対策として、事故に関連する要因からの防止対策を

適切に実施する必要があるものと考えられる。 

本研究方針研究では、土木工事における事故の実態と

安全対策に関する取組を調査・検討した。また、更なる

研究の余地、土木工事以外の分野で取り組まれている事

故分析手法についても調査・検討を行った。 

今後はこれらの分析手法の適用性を調査し、その結果

に基づく効果的な原因分析とそこで特定される原因に対

応する安全対策新技術を活用出来るよう、さらなる保安

技術の開発・研究の必要性があるものと考えられる。 
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